
（財）京都府中小企業振興公社 

■産業振興部 
　（総務企画課、情報課、企業振興課、設備助成課） 
　TEL．（０７５）３１３－１１５９ FAX．（０７５）３２１－５２５３ 
　E-mail:office@kyoto-kosha.or.jp  

■新事業支援部（新事業課、経営革新課） 
　TEL．（０７５）３１５－８８４８ FAX．（０７５）３２3－５２11 

■北部支所 
　TEL．（０７７３）２７－０６６１ FAX．（０７７３）２０－２０３７ 

■北部支援室  
　TEL．（０７７２）６９－３６７５ FAX．（０７７２）６９－３８８０ 

公社ホームページ　http://www.kyoto-kosha.or.jp/
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トピックス 
あっせん情報（発注・受注コーナー） 
遊休機械設備情報   
遊休機械設備を活用しませんか  
ISO14001認証取得を目指す企業へ、専門家アシスタントを派遣します！！ 
設備貸与制度（割賦・リース）申込受付中 
取引適正化無料法律相談日のお知らせ 

合併号

氏　氏　 氏　 

入場無料 

京都ものづくりフォーラム2001京都ものづくりフォーラム2001

（ ） 
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～ 大切にしよう みんなの人権 ～ 

　公社では、起業家グループの活動を支援するため、グループ研究活動における講師費用を
負担しますので、ご活用ください。 

　公社では、起業家等を総合的に支援することを目的に、創業等に関する幅広い知識、ノウハウ
を有する専門家を派遣（費用は公社が負担）し、助言等の支援を行いますので、ご活用ください。 

（1） 起業準備者又は起業家をめざす者により構成していること。 
（2） 構成員が５人以上で、その２分の１以上が京都府内に在住、在勤又は在学していること。 

（1） 研修会、講習会等の学習会（継続して開催する場合は、１事業につき５回まで。） 
（2）パネルディスカッション、フォーラム等の意見交換会 

　起業家グループが実施する学習会、フォーラム等の講師謝金ならびに旅費を公社で負担します。 
　ただし、起業家グループが参加料等を徴収するときは、会場使用に要する経費、資料代等必要最少限
の経費に限ります。 
　また、参加費等を徴収したときは、実施報告書に収支状況報告書を添付して提出していただきます。 

公社窓口まで所定の派遣申請書をご提出ください。（申請書は、公社各窓口のほか、京都府の各振興局に配置しています） 
※ 詳しい内容については  新事業支援部新事業課までお問い合わせください。 

TEL 075-315-8848 / FAX 075-323-5211　E-mail：support@kyoto-kosha.or.jp

（1）新たに事業を開始しようとするもの 
（2）新たに会社を設立しようとするもの 
（3）新たに事業を開始し、又は新たに会社を設立して５年未満のもの 
（4）その他起業家アドバイザーによる助言等が必要と認められるもの 

公社窓口まで所定の派遣申請書をご提出ください。（申請書は、公社各窓口のほか、京都府の各振興局に配置しています） 
※ 詳しい内容については  新事業支援部新事業課までお問い合わせください。 

TEL 075-315-8848 / FAX 075-323-5211　E-mail：support@kyoto-kosha.or.jp

対象グループ 

対 象 事 業  

講師費用の負担 

申 込 方 法  

派 遣 対 象  

申 込 方 法  

起業家グループに講師を派遣します 

起業家グループ支援事業のご案内 

起業家アドバイザー派遣事業のご案内 

起業家アドバイザーの派遣による助言等は、次のものに対して行います。 

対象事業は、府内で実施する起業に向けた次のグループ研究活動とします。 

支援事業の対象は、次の要件を満たすグループとします。 

経験豊かな専門家が起業に関する助言を行います 
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公社窓口まで所定の派遣申請書をご提出ください。（申請書は、公社各窓口のほか、京都府の各振興局に配置しています） 
※ 詳しい内容については  新事業支援部新事業課までお問い合わせください。 

TEL 075-315-8848 / FAX 075-323-5211　E-mail：support@kyoto-kosha.or.jp

申込方法 

対象者 

 診断・助言を行う分野 

診断助言にかかる費用 

　公社では、中小企業者が抱える経営、技術、人材、情報化等の様々な問題を解決するため、民間の
コサルタントやアドバイザーを派遣する事業を実施します。 
　ついては、診断助言の希望を随時受け付けておりますので、ご活用ください。 

創　業　…　会社設立、事業計画、設備計画、販路・受注開拓 
経　営　…　経営方針、経営計画、経営組織 
技　術　…　技術開発、製品開発、工程管理、品質管理（機械・金属、化学、電気・電子、繊維、デザインetc。） 
販　売　…　仕入・販売計画、商品管理、店舗設計 
財　務　…　財務分析、利益計画、設備投資計画、原価管理、資金調達 
労　務　…　従業員教育、人事給与、就業規則、福利厚生 
その他　…　特許、コンピュータ活用、環境管理　など 

弁護士・弁理士・公認会計士・税理士・中小企業診断士・技術士・情報処理技術者の専門家が診断助言をいたします。 

　マルチメディアとネットワークを活用したインタラクティブなビジネスを指向する人材育成を目的とし
た講座を行います。 
詳細はインターネットで公開されています。　http://www.kyoto-one.ad.jp/gap/ice/

京都リサーチパーク株式会社　（〒６００－８８１３　京都市下京区中堂寺南町１７） 
TEL：075－315－8665 / FAX：075－322－5348　E-mail:yorozu@krp.co.jp 　  担当　企画開発部　田畑 

お問い合わせ・お申込み先 

お問い合わせ・お申込み先 

「コンピューター・インターネットで新しい教育を！」をテーマとしたエデュテイメントフォーラム２００１を開催します。 
詳細はインターネットで公開されています。　http://www.kyoto-one.ad.jp/edutainment/

エデュテイメントフォーラム２００１京都実行委員会事務局（〒６００－８８１３ 京都市下京区中堂寺南町１７ 京都リサーチパーク株式会社内） 
TEL：075－315－9190　E-mail:edutainment@krp.co.jp　　　担当　企画開発部　中村 

専門家派遣事業のご案内 

インタラクティブ・コンテンツ・アントレプレナー講座のご案内 

エデュテイメントフォーラム２００１京都の開催のご案内 
 

ご希望の専門家が現場に直接出向いて診断助言を行います 

経営革新等を行い経営の向上を目指す意欲ある中小企業者及び創業者 

専門家の派遣に要する費用（謝金・旅費）の３分の2を公社がご負担します。 
したがって、企業の負担は、1回につき謝金5,000円（定額）+旅費の3分の1となります。 



－4－ 

人権週間です！ 

12月 から京都パブリックカーシステムがスタート！ 

　１９４８年１２月１０日、国連総会で「世界人権宣言」が採択されたのを記念してわが国では、毎年

１２月４日から１０日までの１週間を人権週間として全国各地で人権意識の高揚を図るための様 な々

啓発活動が行われます。 

　人権が尊重される社会を実現するためには、行政、学校、家庭、地域社会等あらゆる場において、

一人ひとりが主体的に取り組むことが必要であり、企業においても社会の構成員として、人権尊重を

経営の基本に据えた企業活動の推進が求められます。 

① 公正な従業員の採用を 

従業員の採用に当たっては、本人の職務への適性と能力を基準にして決定される必要があります。 

そのことは、採用する企業にとっても仕事が出来る有能な人材を確保することにつながり、　　

大きなメリットがあります。 

②人を大切にする企業を目指して 

従業員一人ひとりが異なった個性を持っているということを認識し、尊重することが大切です。 

そのことが従業員の人権を尊重することにもつながり、明るい職場づくりが図られ、従業員の 

働きがいや仕事に対する意欲を喚起することになり、企業の発展にも大きく寄与することになります。 

　このように人権という視点を踏まえた企業活動が２１世紀における企業の発展に不可欠であることを

この人権週間にあたって、今一度、御確認いただけたらと思います。 

＜協力団体・企業＞ 

京都府／京都市／京都府警察本部／社団法人京都市観光協会／京都商工会議所／社団法人京都経済同友会／

財団法人自動車走行電子技術協会／京都新聞社／トヨタ自動車株式会社／日産自動車株式会社／日本電池株式会社／

関西電力株式会社／株式会社豊田自動織機製作所 ／株式会社 デンソー／ダイハツ工業株式会社 

【お問い合わせ先】 

京都パブリックカーシステム管理センター 

〒604－0862 京都市中京区烏丸通夷川上る少将井町229－2 第7長谷ビル８階 

TEL（075）257－7744   E-mail staff＠ev－kyoto.com

  財団法人 日本電動車両協会（奥田 碩理事長）は新エネルギー・産業技術総合開発機構

（NEDO）からの補助を受けて、超小型２人乗り電気自動車を使った、ITS（高度道路交通システム）

技術を利用する共同利用システムの運用実験を開始します。  

　京都市内7ヶ所に車両ステーションを設け、どのステーションでも乗り降りが自由です。予約や空車

情報の入手は、インターネット、携帯電話（iモード、EZ Web）で行います。車両ステーション間の短時間、

短距離の移動を想定した、新しい都市型交通システムです。実験期間は平成１３年３月末までです。

各車両ステーションの近くに居住または就業する方の中からモニター会員350～500人を募集します。 

　将来的には観光やビジネスで京都を訪れる不特定多数の方にも利用して頂けるように考えており

ます。モニター期間中は車両利用料金、充電用電気料金、駐車場料金、保険料、整備料等は無料と

します。 
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トピックス  

◆ 京都府長田野会館が「福知山市企業交流プラザ」に改称（10月1日） 

　当公社北部支所が入居しています京都府長田野会館が京都府から福知山市への移管に伴い、

「福知山市企業交流プラザ」と改称されましたので、お知らせします。 

　現在、ＩＴ（情報技術）活用が企業経営の大きな課題となっており、中でも、インターネットは重要な

情報ツールの一つとして、中小企業にとっても不可欠なものとなっています。 

　今後も、公社では、インターネットによる積極的な情報提供を推進するとともに、新たな活用を模索

してまいりますので、公社ホームページにアクセスいただき、積極的にご活用ください。 

◆ 平成12年度第2回受注登録企業動向調査結果を発表 （10月18日） 

　公社では、平成12年度第2回受注登録企業動向調査の結果をとりまとめました。全体的には引き続き

一定の回復傾向がみられるものの、業種間、企業間格差も見られ、力強さがあまり感じられない結果と

なっています。 詳しくは、公社ホームページ「調査結果レポート」からご覧ください。 

　公社では、平成8年11月にホームページを開設し、

以来、 130000件を超えるアクセス数を数え、多くの方々

にご活用いただいております。 

　このたび、当公社ホームページが日本経済新聞社、

日本インターネット協会、地域活性化センター等により開催

された「日経インターネットアワード2000」自治体・教育

機関部門において、地域活性化センター賞を受賞しま

した。 

　また、去る11月14日には、「日経インターネットアワード

2000」の表彰式が盛岡市内のホテルで開催されました。 

新住所  財団法人京都府中小企業振興公社 北部支所 
〒620-0853 京都府福知山市長田野３丁目1-1 
 福知山市企業交流プラザ（旧 京都府長田野会館）内 

TEL 0773-27-0661 / FAX 0773-20-2037 
E-mail :sshisho@kyoto-kosha.or.jp

◆ 公社 ホームページが「日経インターネットアワード2000」地域活性化センター賞を受賞 （11月14日） 

 

【日本経済新聞10月3日朝刊から公社ホームページに対するコメント】 

「地域産業の活性化支援は、自治体情報化の大きな目的の一つ。同公社は単なる産業施策の案内や
地元産業・企業の紹介などにとどまらず、資材販売・購買に関する受発注情報を提供し、中小企業の
販路開拓、取引拡大を手助けしている。ねらいが明確なうえ、検索機能も優れている。」 

公社ホームページ   URL：http://www.kyoto-kosha.or.jp/
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あっせん情報 

このコーナーについては、企業振興課までお問い合わせください。 

なお、あっせんを受けられた企業は、その結果についてご連絡ください。 

企業振興課　TEL.075-313-1159

平成12年11月20日調 

平成12年11月20日調 

発注コーナー 

受注コーナー 

　 受注 京都府 末〆 
翌月末支払 
 現金100％ 

話し合い 話し合い 切削加工設備、板金設備 京都市中京区 
1,600万円 
12名 

切削加工 
板金加工 

精密機械部品 
機-1

　 話し合い 話し合い 受注 京都府 末〆 
翌月20日支払 

手形120日 

関連設備一式 京都府城陽市 
33億8,000万円 
644名 

亜鉛溶射 
（メタリコン） 

製缶部品 
（4000*2000*900） 機-2

受注 京都府 末〆 
翌月20日支払 

手形120日 

　 塗装、 
電機メッキ 機-3

話し合い 話し合い 　 関連設備一式 京都府城陽市 
33億8,000万円 
644名 

製缶部品 
 

＠400～500

2000～3000/LOT 片持 京都府 20日〆 
翌月10日支払 

現金手形併用 

手形90日 

　 木工加工機 京都市右京区 
1,000万円 
23名 

Ｖカット加工 化粧板 
軽-1

話し合い 1,000本 片持 京都府 

 

BPNet 
発注 
No.0040

BPNet 
発注 
No.0024

 

 話し合い 
 
 全額現金 

　 木工旋盤等 京都市上京区 
1,000万円 
3名 

旋盤加工 木製継ぎ手 
軽-2

運搬 希望地域 備考 支払条件 金額 数量 材料等 必要設備 

地　域 
資本金 
従業員 

加工内容 発注品目 
業種 
No.

発注条件 

　 不問 話し合い 半田ゴテ、カシメ機 京都市南区 
個人 
17名 

組立、半田付け スイッチ、コネクタ 
リレー等 

機-1

　 不問 話し合い 特殊工法バレル 京都府宇治市 
1,000万円 
3名 

精密・微細・複雑
形状金属部品 

バリ取り、表面光沢
処理加工 

機-2

　 不問 話し合い 粗～超微粉砕ライン、関連設備 京都府宇治市 
個人 
13名 

リサイクル原料 金属、鉱石、樹脂等の
粗～超微粉砕加工 

機-3

　 不問 話し合い 縦ＭＣ、NC旋盤、CNCターニングセンター、 
ボール盤、多軸タッピングマシン、 
縦フライス盤、汎用旋盤 

京都府久世郡 
個人 
3名 

角フランジ、 
ブロック、エルボ、 
ピロブロック 

４爪チャックによる 
異型物の旋盤加工 機-4

希望 
地域 

月間の 
希望する 
金額等 

主要設備 
地　域 
資本金 
従業員 

加工内容 
業種 
No.

主要加工 
（生産） 
品目 

備考 
能力・ 
特徴・ 
経験等 

＊備考欄に「BPNet」の表記がある場合は、公社ホームページのBPNetで詳細がご覧いただけます。 
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住所・代表者等の変更は、企業振興課までご連絡ください。（FAX.075－321－5253） 

　当公社では、遊休設備の有効活用を図り、企業の体質改善に役立てるために、遊休機械設備に関する
情報の提供を行っています。貴社で遊休設備の売却や購入のご希望がございましたら、公社だより等で紹
介しますので、１２月２０日（水）までに同封の申込書により申し込んでください。 

遊休機械設備を活用しませんか 

ご希望の方は、当公社 産業振興部企業振興課までお問合せください 

TEL 075-313-1159 / FAX 075-321-5253 
E-mail : promote@kyoto-kosha.or.jp 

公社のホームページにおいてもご案内しております 
http://www.kyoto-kosha.or.jp/business/yukyu/

　 不問 話し合い 本縫いミシン、ロックミシン、すくい 
縫いミシン、二本針ミシン 

京都市下京区 
個人 
3名 

ブラウス、婦人ジャケット、
ボトム 

縫い放し 
繊-1

　 不問 話し合い 空きスペース、人員 京都府与謝郡 
1,000万円 
2名 

箱詰め、袋詰め、 
組立作業 

軽作業 
軽-1

　 不問 話し合い パソコン、1級テクニカルイラストレーション技能士 京都市左京区 
個人 
3名 

製作図面からの 
パーツリスト、マニュアル 

製作図面からの 
イラスト作成 他-1

　 不問 話し合い 工具顕微鏡、ＣＮＣ三次元測定器、 
ＣＮＣ画像処理測定器 

京都府宇治市 
300万円 
8名 

金型認定用型検データ 精密寸法測定、 
輪郭測定 他-2

希望 
地域 

月間の 
希望する 
金額等 

主要設備 
地　域 
資本金 
従業員 

加工内容 
業種 
No.

主要加工 
（生産） 
品目 

備考 
能力・ 
特徴・ 
経験等 

遊休機械設備情報 

売りたいコーナー 
平成12年11月20日調 

話し合い （株）電元製作所、ＮＤ－２５－２、２５ＫＶＡ スポット溶接機 

50万円 エアーマン、ＰＤＷ２８０ＳＢＬ－６１、ＤＣ２５０Ａ ブラシレス溶接発電機 

希望価格 型式・能力等 機械名 

買いたいコーナー 
平成12年11月20日調 

５万円 三相モーター 二本針オーバーロックミシン 

７万円 ペガサス、ＷＳ５６２、三相モーター 平二本針メス付ミシン 

希望価格 型式・能力等 機械名 

このコーナーについては、企業振興課までお問い合わせください。 
なお、あっせんを受けられた企業は、その結果についてご連絡ください。 

企業振興課　TEL.075-313-1159
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ISO14001認証取得を目指す企業へ、専門家アシスタントを派遣します！！ 

設備貸与制度（割賦・リース）申込受付中 

　公社では、ISO１４００１認証取得を目指す中小企業のお手伝いをするため「グリーン・カンパニー・アシスタント
派遣事業」を実施しております。 
　ISO１４００１規格の概要や導入によるメリット、環境マネジメントシステム構築のための予備知識や審査登録
の手順、文書体系構築のための環境関連法・条例・協定の概要等認証取得の準備や基礎的な問題で
お困りの企業がありましたら、ご希望によりアシスタントを＜無料＞で派遣いたします。是非、ご活用ください。 

   公社では、取引に関する法律問題や苦情・紛争及び経営活動で生じる様 な々問題でお困りの中小企業の
方に対し、顧問弁護士による無料相談を下記のとおり行っておりますので、ご利用ください。 

ご希望の方は、当公社 産業振興部企業振興課までお問合せください。 

TEL 075-313-1159 / FAX 075-321-5253 
E-mail : promote@kyoto-kosha.or.jp

取引適正化無料法律相談日のお知らせ 

＊ 設備貸与制度が平成１２年４月１日から改正されました。  
　原則、小規模企業者［従業員２０人以下（商業・サービス業は５人以下）］の方が対象となります。 

詳細につきましては、当公社 産業振興部設備助成課までお問合せください。

TEL 075-313-1159 / FAX 075-321-5253 
E-mail : promote@kyoto-kosha.or.jp 

公社のホームページにおいてもご案内しています。 

http://www.kyoto-kosha.or.jp

《割賦販売》                                　　　《リース》 

 ・利用限度額　１００万円～６,０００万円      　  ・利用限度額　１００万円～６,０００万円 
 ・償 還 期 間　７年（ただし、法定耐用年数以内）　 ・償 還 期 間　３年～７年（法定耐用年数に応じて） 
 ・割 賦 損 料　年率 ２.７５％                   　　・リース料率　月率 ３.００６％（３年）～１.４０８％（7年） 

お気軽に、ご相談ください 
 

○相談日 

　平成１２年１２月の相談日は、１２日（火） 
　平成１３年１月の相談日は、１６日（火） 

○相談時間は、いずれも１３：３０～１６：００です。 

○相談場所  京都府中小企業振興公社 相談室  
　京都市右京区西大路通五条下ル（京都府中小企業会館6階） 

○申込方法　事前に相談内容を当公社 新事業支援部経営革新課までご連絡ください。  

　　TEL 075-315-8848 / FAX 075-323-5211 
　 E-mai l：support@kyoto-kosha.or . jp

 


